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【案件目標】
日本における司法アクセス改善に向けた取り組みの歴史と現状を紹介することを通じて、司法
アクセス改善の意義や重要性に関する参加者の理解を深め、各国の関連施策の検討を促す。

【成果】
1．国際的な司法アクセス改善に関する潮流と、日本における司法アクセス改善に向けた取り組
みの歴史と現状を知り、自国の現状を分析する。
2.日本における都市と地方の司法アクセス格差と対策について知るとともに、自国の課題を分
析する。
3.日本における貧困層への法的サービス提供の枠組みを知るとともに、自国の課題を分析する
。
4.日本における特別のニーズのある人（社会的弱者となっている女性、外国人、こども等）へ
の法的サービス提供の枠組みを知るとともに、自国の課題を分析する。
5.各国において、市民が必要とする法令や手続きに関する情報の提供について、効果的な方策
を検討する

目標／成果

内　容

【対象組織】
弁護士会、裁判所、法務省またはこれに相
当する省庁、法律扶助を担う公的機関また
はNGO

【対象人材】
弁護士、裁判官、裁判所職員、法務省職員
、法律扶助機関関係者
過疎地域または貧困層に向けた法的サービ
ス（手続代理や法律相談）を担っている者
、またはそのような機関の方針決定を行う
職位にある者

対象組織／人材

司法アクセス強化
Enhancement of Access to Justice
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対象国の条件：

副分野課題：

日本における司法アクセス改善の歩み・制度・取り組みを紹介するとともに、各国の課題や経験を共有し、各国の司法アクセス改善に係る
施策の検討を促す。
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